
網使用料算定根拠





 Ⅰ．算定手順



区　分 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ１６－２０

区　分 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ１６－２０

ｂ．設備管理運営費　（百万円） 1.2 8.4 12 12 12 12.1 82.6 220.1 467.3 735.3 1,517.4

ｃ．他人資本費用　（百万円） 0.4 2.2 5.6 12.0 18.9 39.1



（２）料金の設定

Ａ．基本料 （円／月）

料金等

１固定無線通信網 a．固定無線基地局伝送路収容装置 8,244 （１）の③のｊ

終端装置ごとに b．固定無線通信網終端装置 8,556 （１）の④のｊ

c．中継用メディアコンバータ 1,615 （１）の⑥のf

d．光信号中継伝送路 31,374 （１）の⑦のc

e．光信号電気信号変換装置 1,906 （１）の⑧のc



Ⅲ．網改造料に準拠した算定に使用する繰延資産比率、投資等比率、貯蔵品比率の算定

建設乙 定な 投資当の 停千 燕 びホ音 定資燦ひゆすれ 帑 ひ貯蔵評びホ音 定資燦ひゆす♭

  （１）指定設備管理部門の電気通信事業固定資産等の実績 （単位：百万円）

区分 首末平均残高

指定設備管理部門の投資等（収益の見込まれないもの）※２ 20,270 （Ｃ）

※∵9@> 至



∬ 癒甶

区分

首末平均残高

指定設備管理部門の電気通信事業固定資産 2,889,046 （Ａ）

指定設備管理部門における建設仮勘定※１ 47,901 （Ｂ）

指定設備管理部門の投資等（収益の見込まれないもの）※２ 7,414 （Ｃ）

※１  繰延資産は発生していないので無しとする。

※２  投資等は、次の例示のような収益性の見込まれない出資金、保証金・負担金等である。

  （例）出資金…「通信・放送機構」への出資金

        保証金・負担金等…敷金、権利金、ｱｰｹｰﾄﾞ負担金等

  （２）電気通信事業固定資産等の実績 （単位：百万円）

区分 首末平均残高

電尭 ℵǂ•



３．平成15年度から平成20年度までの原価の算定に使用し



Ⅳ.接続料収納までの平均的な日数の算定

平成13年度から平成20年度までの原価の算定に使用したもの

(1)機能の提供と接続料の収納までの日程





２．平成14年度の原価の算定に使用したもの（H15.2.14認可の網使用料算定根拠より抜粋）

(1)資本の状況

(単位：百万円)

1 , 5 7 5 , 0 4 6本

運転資本 200,514

①流動資産の理論値と

計 5,067,403 　実績の差 計 3,714,004 計 3,714,004

221,647-1,575,046=▲1,353,399

(2)他人資本比率

他人資本比率　= （1,243,084 + 811,230）   ÷   3,714,004  　= 0.553

負債          負債資本合計

(3)有利子負債が負債の合計に占める比率

(4)有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合　=　  1 - 0.605 

= 0.395

有利子負債が負債の合計に占める比率

(5)自己資本比率

自己資本比率　= 1　-　0.553　= 0.447

他人資本比率

 　     有利子負債





年度 12







Ⅶ.自己資本利益率の算定　

１．平成13年度の原価の算定に使用したもの（H14.1.31認可の網使用料算定根拠より抜粋）

(1)ＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率

(単位：％)
年度 平均（注４）

H12
区分 単年

1.18 0.90 2.35 －

β値の適用 × × ○ －

1.50 1.69 1.64 －

①－② － － 0.71 －

β＝0.6
(注３)

（注１）主要企業の自己資本利益率は「日経経営指標」より。但し、平成12年度は速報値である。
（注２）リスクフリーレートについては、指定設備全体の平均的な耐用年数に着目し、耐用年数が１０年超であることか
       ら国債１０年ものの利回りを使用した。
（注３）β値については、昨年度と同値(0.6)とした。
（注４）算定期間については、3年間とした。ただし、平成10、11年度については、9







Ⅷ.利益対応税率の算定

平成13年度から平成20年度までの原価の算定に使用したもの

利益対応税としては、事業税、法人税、道府県民税、市町村民税を見込んだ。

69.87%

(算定方法)

　1.税引前利益に対する率の算定

①税引前利益をｙ、税額をｘnとする。

②事業税実効税率

　　事業税額をＸ ゎ

とする。 　。ｘ幀び麴旨ｑ ｘ

崑



（別紙１）光信号端末回線伝送機貼 Ｂ 内 衤 を利輸âる擾 翆悆 【Å 原価翆①創設費翆 【単位 円



（別紙２）光信号中継伝送機能の算定根拠・・・（Ｈ１６．２．１７認可の網使用料算定根拠より抜粋）

3．　中継伝送機能

光信号中継伝送機能

Ａ　基本料

(１)原価の算定

（単位：百万円）

区　分 光信号 備　考

中継伝送路

①指定設備管理運営費 63,720 別紙３.光信号中継伝送機能の費用明細表（光）より

②他人資本費用 3,194 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 1,925 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 1,824 (③自己資本費用+(⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率))×利益対応税率

⑤合計 70,663 ①+②+③+④

⑥正味固定資産 335,443 別紙４.光信号中継伝送機能の固定資産明細表（光）より

⑦投資等 805 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 2,247 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑩幌礁頓板礁袖34@,6¡3⑥ 愎 愎 率

備　栗



（別紙３）光拭 ホほ拭 忞 袪 缶米 ）㎎病 電気 変換機能



(別紙４）光信号端末回線伝送機能の算定根拠・・・（Ｈ１３．８．３１認可の網使用料算定根拠よ柳 ・き
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